
令和３年２月24日

令和２年度長野県日本語教育大会

長野県 県民文化部
文化政策課 多文化共生・パスポート室

「長野県日本語交流員養成事業」について

［文化庁：日本語教育人材養成・研修カリキュラム等開発事業］活用事業
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《国への要望》 多文化共生に係る基本法の制定

【基本目標】 共に学び、共に創る しんしゅう多文化共生新時代「長野県多文化共生推進指針2020」の策定について

日本語や
文化を

学べる場所
が増える

安心して
病院に
行くことが
できる

すべての
外国人児童生
徒が日本語教育

を
受けられる

安心して
働くことが
できる

みんなが
「やさしい日本
語」について

知ってる使ってる

いろいろな
言葉で

情報が提供
されている

災害が
起きたら

どうすればいいか
知っている

誰でもどこでも
活躍できる

多文化共生に
取り組むところが
たくさんある

地域での
交流がどんどん

増える

困った時に
相談できる

支援や交流のために活動する
ボランティア・地域住民が増える

住むところに
困らない

地域活動に積極的に
参加する外国人が増え

る

地域の担い手
が増える

誰もが活躍でき
地域が

元気になる

○日本語教室がある

市町村

・３１市町村

○日本語教室の主催者

・約６割はﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

多文化共生推進体制の整備（多様な主体との連携・協働体制の構築）

・ 多言語化の推進
・ 翻訳・通訳者の紹介、派遣

・ 多言語相談窓口の充実
・ 市町村への支援

・ 就労のための日本語学習の支援
・ 職場内共生の推進
・ 外国人が働きやすい就労環境整備
・ 労働・雇用に関する相談体制の充実

・ 医療受診体制づくりの促進
・ 保健・福祉・介護分野での支援
・ 住宅確保のための環境整備
・ 防災知識の普及、災害対策の充実

○多文化共生施策を

実施している市町村

・４５市町村

しんしゅう多文化共生新時代で目指す社会

・ 多文化共生モデル地域からの情報発信
・ 多文化共生意識の浸透
・ 外国人に関する人権教育や啓発

・ 支援や交流のために活動するボランティアの確保
・ 地域における多文化理解の推進
・ 交流活動の支援・連携・協働の実施

・ グローバル人材・留学生等の活躍支援
・ 活躍している外国人・団体のPR
・ 地域活動への参加の促進

多様性を活かした
持続可能な
地域づくり

・ 外国人児童生徒等の日本語教育の充実
・ 不就学を防ぐ取組、就学機会の確保
・ 就学・進学・就職への支援
・ 多文化共生の視点に立った教育の充実

・ 地域における日本語教育の支援
・ 地域における日本語教育の担い手の養成
・ 日本語教育等人材バンクの設立

・ 地域への普及
・ 学校への普及
・ 事業者への普及

誰もが
暮らしやすい
地域づくり

○外国人が求めていること

①多言語での情報提供、
相談体制の充実

②日本語の学習支援
③労働環境の改善
④医療・保健・福祉施策
の充実

１ 主な現状と課題 ２ 施策の方向性 ３ 課題の解決に向けて取組む施策

ま
ず
、
大
事

相
互
理
解
に
必
要

意
識
づ
く
り
・
地
域
づ
く
り

学びと
コミュニケーション
による地域づくり

多文化共生モデル
地域の創出と発信

地域住民の自主的・
主体的活動の推進

外国人等の
活躍・交流活動の推進

外国人児童生徒等の
日本語教育の充実

地域における
日本語教育の充実

「やさしい日本語」の普及

情報の多言語化

相談体制の充実

労働環境の整備

生活支援
（医療・住宅・防災等）

施策目標 施策の柱 主な施策

〇施策を進める根拠法令

がない

指針の方向性
外国人への生活支援を基礎としつつ、
外国人と共に学び、共に活躍できる地域を創る

[新 指針]
(平成27年３月策定)

○ 関係機関の連携が弱

い

(令和２年３月策定)

[旧 指針] 主に外国人への生活支援
県民文化部文化政策課
多文化共生・パスポート室
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③日本語教育等人材バンクの

設立

①地域における日本語教育の支援

②地域における日本語教育の担い手の養成

[文化庁：日本語教育人材養成・研修カリキュラム等開発事業]

地域日本語教室創出事業

日本語交流員養成事業

[文化庁：地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業]

しんしゅう日本語
教育等人材バンク

長野県の日本語教育体制づくり
どこに住んでも、日本語を学べる地域を目指して取り組んでいます！

日本語交流員養成事業の位置づけ

✔市町村や県、国等の行政に望むこと（抜粋）

・日本語教室への経済的支援
・外国人を雇用している企業の協力
・日本語教室の運営や講座内容を充実させる
ための支援
・日本語学習支援者の養成

出典：平成30年度長野県国際課
「日本語学習支援等に関するアンケート調査」

✔教室の運営で困っていること（抜粋）

・日本語指導スタッフが不足している
・学習者が長続きしない
・学習者の日本語レベルが違いすぎる
・ボランティアスタッフの知識が不足している

✔日本語教室の主催区分

●県内の日本語教室の現状と課題●

市町村

（公民館、教育委員会含）

30%

NPO等

11%

ボランティアグループ

57%

その他（個人）

2%
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地域日本語

教育コーディ

ネーター
地方公共団体

他の

日本語教室

国際化協会

NPO等

日本語

教育機関

職 場
多文化共生

マネージャー

企 業

家 族

通 訳

地域

コミュニ

ティー

外国人

コミュニ

ティー

学習者

日本語交流員 日本語交流員

学習者

学習者

学習者

学習者

日本語教師

「長野県日本語交流員」の役割

①外国人の日本語学習を支援する（発話を促す存在として日本語学習の定着を支援）

②外国人と地域をつなぐ（身近な存在として、地域コミュニティ等と外国人をつなぐ）

地域
コミュニティ等

日本語交流員

つながり

日
本
語

指
導

サポート 学習
支援

連携

（参考）長野県日本語交流員養成研修カリキュラムにおける定義

※長野県日本語交流員に国籍等の要件はなし

外国人
学習者

日本語教師

4
日本語を学習者に直接教えるのではなく、地域と学習者を繋ぐ。地域日本語教育コーディネーター、
日本語教師の日本語専門職と連携しながら学習者と共に成長する者。



教
育
課
程

検
討
委
員
会

運
営
委
員
会

内 容 ①長野県内の現状と課題分析 ②地域特性にあった日本語学習支援者養成カリキュラムについて検討 等

委 員 佐藤 友則（委員長）、神吉 宇一、佐藤 佳子、春原 直美、春原 憲一郎 （順不同、敬称・所属略）

※文化審議会国語分科会「日本語教育人材の養成・研修の在り方について（報告）」（平成30年２月）を踏まえて作成

内 容 ①長野県内の現状と課題分析 ②長野県独自の日本語学習支援者の養成及び体制づくりに係る検討

③日本語学習支援者の養成・研修カリキュラム開発の内容及び実施方針の策定 等

委 員 石井 恵理子（委員長）、笠原 理恵子、神吉 宇一、佐藤 佳子、春原 直美、土井 佳彦（順不同、敬称・所属略）

教
材
の
検
討

・
開
発
委
員
会

内 容 ①長野県内の現状と課題分析 ②地域特性にあった日本語学習支援者養成のための教材について検討

委 員 徳井 厚子（座長）、大橋 敦夫、岡宮 美樹、神吉 宇一、坂口 和寛、春原 直美 （順不同、敬称・所属略）

評
価
検
証

委
員
会

内 容 事業効果の評価検証、課題整理 等

委 員 石井 恵理子（委員長）、笠原 理恵子（H30）、神吉 宇一、佐藤 佳子（H30）、春原 直美（H30）、

土井 佳彦、マキナリー 浩子（R1) （順不同、敬称・所属略）

長野県日本語交流員養成事業の経過

初期研修（上田・松本）
初期研修（伊那・長野）
スキルアップ研修（上田・松本）

初期研修（駒ヶ根）
スキルアップ研修（長野）

H30

R1

R2
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長野県日本語交流員養成初期研修

上田・松本・伊那・長野・駒ヶ根

139名受講、117名修了

検討委員会で作成したカリキュラム・

教材を用いて実施

 「知識」「技能」に重点を置いた内容
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テーマ 内容

１

日本語交流員の役割と多文化共生
（学習者の背景に対する理解）
～日本語交流員の役割を学ぶととも
に多様性を認め合おう～

日本語交流員に求められる役割、外国人をめぐる国内外の
動き、多文化共生とは、「生活者としての外国人」に対す
る日本語教育の目的・目標等

２

長野県、地域の独自性
～どんな特徴があり、どんな日本語
教室があり学習者がいるのかを知ろ
う～

県内に在住する外国人、多文化共生施策、地域の支援者の
状況、地域日本語教育の実施体制と支援者の役割等

３
やさしい日本語
～言語としての「やさしい日本
語」って何？どう使うの？～

やさしい日本語とは、やさしい日本語を使ってのコミュニ
ケーションの手法等

４
多文化コミュニケーション
～コミュニケーションから相手の文
化を尊重しよう～

異文化理解とは、多文化コミュニケーションとは、傾聴等

５
日本語交流員として
～活動を想定してみよう～

研修の振り返り、外国人支援の様々な事例紹介、日本語交
流員としての実践演習等

３時間×５回（オンラインの場合は、内容に応じて１回あたりの時間を調整）

長野県日本語交流員養成初期研修
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長野県日本語交流員養成スキルアップ研修

上田・松本・長野

32名受講、29名修了

検討委員会で作成したカリキュラム・

教材を用いて実施

 「態度」に重点を置いた内容

研修期間中、自ら課題を設定し、実践、
発表する「グループ実践」に取り組む
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テーマ 内容

１

日本語交流員の役割と多文化共生
～初期研修の振り返りを通して改めて考えよ
う～

地域のリソースと外国人支援
～地域のリソースを確認して外国人支援を考
えよう～

初期研修受講後の振り返り
・私たちの地域の目指す姿
・地域の外国人支援の繋ぎ先
（市役所等行政の担当課、関連のNPO等）

２
コミュニケーション実習
～学習支援について、コミュニケーションを
通して考えよう～

コミュニケーション実習
（それぞれの“ライフ”の共有→作文）
・実践に向けたオリエンテーション
・実践課題の設定

グループ実践
実際に地域に入ることを通して、日本語交流員としての学習支援や
地域とのつながりの支援について考えを深める活動

３

実践の振り返り
～振り返りを通して実践について改めて考え
よう～

地域のリソースと外国人支援
～地域のリソースを確認して外国人支援を考
えよう～

実践の振り返り（活動報告）
・独学できる日本語学習教材(自習ドリル、e-Learning、
遠隔授業等)の紹介

４
日本語交流員として
～長野県の多文化共生社会を思い描こう～

研修全体の振り返り
・私たちの地域の目指す姿（再度）
・日本語交流員の活躍の場について

３時間×４回＋実践（オンラインの場合は、内容に応じて１回あたりの時間を調整）

長野県日本語交流員養成スキルアップ研修
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【実践例】
・複数の日本語教室を見学し、学習者への
寄り添い方や課題を考察する

・地域の公民館で多文化共生について考え
る場を持ち、できることを検討する



公募をして派遣

○地域日本語コーディネーター

○日本語教師

○日本語交流員

長野県モデル教室における活動

長野県が目指すモデル教室とは…

日本語教育人材が連携し、多文化共生の地域づくりの拠点となるような教室

モデル教室

長野県
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①上田地域
運営：上田市
R1 10月～2月 全16回

毎週木曜日 18：30～20：00
R2 9月～1月 全16回

毎週水曜日 18：30～20：00

②松本地域
運営：NPO法人中信多文化共生ネットワーク
R1 11月～1月 全16回
R2 10月～1月 全16回（オンライン）

毎週土曜日 19：00～21：00
毎週日曜日 10：00～12：00

③駒ヶ根地域
運営：地球人ネットワークinこまがね
R2 9月～2月 全18回（うち2回オンライン）

毎週土曜日 10：00～11：30
R3 継続実施予定



ご清聴ありがとうございました
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